
団体名
団体web
サイトURL

http://aosyakyo.or.jp/

申請事業の分類① ①草の根活動支援事業

申請事業の分類② ①-2 地域ブロック

申請事業の分類③ 東北ブロック（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）

領域① １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域②

① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援 ④

- - ⑤

- -

領域③ ３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動 領域④

⑥ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援 -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか
8

●監査

③その他で実施

6
●資金管理体制

はい

7

●区分経理・帳簿

はい

はい

4

●役員

13人

3人

1人

5

●事務局職員

81人

以下、職員・従業員の内訳

45人

36人

0人

0人

0人

0人

2

●団体概要
制度の狭間の課題解決のための生活困窮者等の支援として「青森しあわせネットワーク」を2018年より実施。その中で、①社会的に孤立
した青年期の課題解決のための応援金付き職場体験事業「ワークサポート」、②身寄りがない人等への住まい探しの支援「保証人確保
支援事業」、③家庭でも学校や職場でもない「みんなの居場所」の推進、④相談機関につながりにくい子育て家庭へのアプローチ「こども
宅食おすそわけ便」などを実施。

3

●代表者情報
高杉 金之助

会長

-

-

申請事業概要

中高生世代やそれ以降の若者（概ね30代まで）を対象にした「居場所」を青森県内の各地域で創設することを支援する事業で、直接の対象者は、若年層のうち、社会的孤立のため困窮していたり、社会との関わりが持てない者。実
行団体が創設する「居場所」は、従来多い食堂やカフェ型の「居場所」にとどまらず、就労体験の場や学習機会の提供、住まいの場として機能することを基本とし、創設した「居場所」の「内」には、実行団体のスタッフ以外の地
域住民などの「外」の人材や機関が多数関わる形態とする。さらには、創設された「居場所」以外の「外」との関わりを促進し、本人自らが支援機関や居場所に参画すること、さらには就労体験等を通じて、働く場所を確保できる
ことなどを目標とし、実行団体はこうした個別支援を伴走型で行うものである。 こうした「居場所」のプログラムの効果検証を行い、一般に開放して開催する事業報告会による周知を通じて、「居場所」の数と種類の広がりを促
進するものである。このことにより、「居場所」の可能性を広げ、個別支援を通じた関係機関や住民との関わりにより、困難を抱える若者の「居場所」への掘り起こしにつなげるものである。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

1952/9/15
1952/9/15

 働くことが困難な人への支援

 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

未記入

分野③ 分野④

副題 困難を抱える子ども・若者との地域・社会とのつながりチャレンジ

優先すべき社会の諸課題選択科目

２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

分野① 分野②

2021年度通常公募_団体情報シート

社会福祉法人青森県社会福祉協議会
申請事業名

申請受付番号 2133
主題 居場所の「内」と「外」創造事業



1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等

助成実績

31団体

2,006,679

3

助成事業の実績内容

本会は、地域福祉基金として２つの基金を保持運営しており、その果実等を毎年活用して地域福祉の推進を図っている。（令和2年度総額11,556,441円）また、県民の個人、団体企業等から寄せられる寄付等を調整し
て地域に還元する「青森県善意銀行」を運営しており、金銭のほか、車輛や車いすなどの物品、食品等を寄贈している。こうした取り組みから地域の団体等に直接助成しているのは、令和2年度は31団体2,006,679円
となっている。

欠格事由に関する誓約
業務に関する確認


